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１．はじめに
筆者は，数年来山田（2003a）・山田（2003b）山田（2006）などにおいて
事業所・企業を調査客体とする各種統計調査の結果の精度を考察してきた。
近年の零細自営業や中小企業の深刻な経営不振などの事情は事業所を調査客
体とする統計調査の実地調査にも一定の影響を及ぼしていると考えられるの
で，本稿では最近公表された2006年「事業所・企業統計調査」結果の精度
を考察する。
「事業所・企業統計調査」'）は，総務庁統計局（とその後身）によって
1981年以降５年周期で実施されており，中間年には簡易調査が実施されて
いる。２００６年調査は，総務省統計局によって2006年１０月１日2)を基準日
として市区町村が実地調査を担当して実施された3,4)｡この統計調査の客体は，
全国のほとんどの事業所である5)。調査員が調査票6)を事業所に配布し，記
入された調査票を調査員が後日訪問して回収する方式で実施された7)。調査
１
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票は両面印刷であるが，調査項目全部に記入する必要があるのは法人企業の
本社など約４分の１の事業所だけであり，すべての事業所8)が記入を要する
調査項目は表面だけに配置されている。2006年調査の項目には，企業が設
けた事業所の場合の資本金額以外は金銭に関連するものは含まれておらず，
回答の形式も住所・主な事業の内容・従業者数など少数の項目を除いて選択
式であり，記入作業自体は容易であったと考えられる，)。
複数の事業所を傘下に持つ企業については，本社とは別の場所に所在する
事業所から得られた本社の名称・所在地などの情報も利用して「名寄せ」を
行うことにより全容が把握される'0)。
この調査の結果は多方面において利用されており'1)，また把握された事業
所・企業の名簿は標本調査方式によって実施される他の統計調査の母集団リ
ストとして利用されている'2)。
注
l）
2）
1996年調査からの名称。それ以前の調査の名称は「事業所統計調査｣。
1981年調査・１９９１年調査・’999年調査の基準日は７月１日，2001年調査の基
準日は１０月１日，2004年調査の基準日は６月１日であった。
1999年調査は「商業統計調査」と，２００４年調査は「商業統計調査」・「サービ
ス業基本調査」と共通の調査票に調査項目を掲載する方法によって実施された。
2006年調査の実地調査の期間に広島県において統計調査を装って情報の詐取を
試みる事件が報道され，大阪府・宮城県・静岡県において事業所名簿・調査票
の紛失事件が報道された。読売新聞社（2006a）中国新聞社（2006）毎日新聞
社（2006）読売新聞社（2006b）朝日新聞社（2006）静岡新聞社（2006)。
対象から除外される事業所は，日本標準産業分類（2002年３月７日総務省告示
第139号）の「大分類Ａ-農業｣，「大分類Ｂ-林業」及び「大分類Ｃ-漁業」に
属する個人経営の事業所（いわゆる農・林・漁家)，同じく「中分類83-その
他の生活関連サービス業（小分類832家事サービス業に限る)」（いわゆる住み
込みのお手伝いさん）及び同じく「中分類94-外国公務」に属する事業所（大
使館領事館など）である。
官公庁が設けた事業所の調査については，民間の事業所とは別の調査票が用い
られている。
3）
4）
5）
6）
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７）調査票の配布・kI1収期間は９月２４日～１０月２０日に設定されていた。この実
地調査の期間については調査員の活動を妨げる災害などは報告されていない。
８）２００６年調査が把握した民営事業所約572万ケ所のうち調査票の表面だけの記入
でよい事業所数は，組織形態別に「個人経営」約２７４万ケ所・「法人経営」の
うち「支所・支社・支店」約１２２万ケ所・「外国の会社」約２千ケ所，「独立行
政法人」約２万ケ所・「その他の法人」約３３万ケ所・「法人でない団体が設置
した事業所」約３万ヶ所であった。
９）2004年「事業所・企業統計調査」では，商業統計調査・サービス業基本調査の
調査項目が調査票の裏面に設けられていた。
１０）調査票の設計は，組織形態が「個人経営」の事業所の場合「支所・支社・支店」
を持っていないという形式となっている。
11）日本統計協会「統計」2006年６月号の各記事参照。
12）日本銀行「企業短期経済観測調査」・厚生労働省「毎月勤労統計調査」・経済産
業省「特定サービス産業実態調査」など多数の標本調査において母集団リスト
として利用されている。
2．事業所を客体とする統計調査の実施環境
調査結果の検討を行う前に全国の事業所の最近の全般的な状況をみておき
たい。
「事業所・企業統計調査」の実地調査では，前回調査によって把握された
事業所の名簿が実地調査において利用されているので，前回調査時から同じ
場所で存続して活動している事業所が今回の調査の時点で多いほど，実地調
査は容易になると考えられる。
表2-1は，2001年調査・2006年調査による業種別・地域別の新設・廃業
の状況（両者とも移転を含む）を示したものである。両年次とも全国レベ
ルでさえ新設率（５年前に実施された調査による把握事業所総数に対するも
の）・廃業率（同）がともに２０％以上に達している。
このように新設率・廃業率が非常に高いので，前回調査の結果に基づいて
事前に準備された名簿の利用だけでは，活動中の事業所の完全な把握は難し
３
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表２－１５年前の把握数に対する民営事業所の新設率・廃業率
(単位％）
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l）新設事業所とは，調査日現在に存在した事業所のうち，前回調査日には存在しな
かった事業所をいう。その中には，前回調査の調査日の翌日以後に開設した事業
所のほか，他の場所から移転してきたものを含む。新設率とは，前kll調査の民営
事業所数に対する新設事業所数の割合である。
2）廃業事業所とは，前回調査Ｈに存在した事業所のうち，調査Ｆ１には存在しなかっ
た事業所をいう。その中には，前回調査の調査日の翌日以後に廃業した事業所の
ほか，他の場所に移転したものを含む。廃業率とは，前回調査の民営事業所数に
占める廃業事業所数の割合である。
出所総務省統計局（2007）
いことがわかる。また，2006年調査では「情報通信業」「医療，福祉」など
特定の業種において新設率・廃業率が高かった')。したがって，このような
業種の事業所が集中している大都市では新設率・新設率はともに３０％以上
に達しており，大都市の中心部の区の中には両者が40％以上の地域もある2)。
また，その事業所とは別の場所に所属する企業の「本所・本社・本店」（以
下では「本所」という）が所在する場合には,企業内の「支所･支社･支店」（以
下では「支所」という）3)と位置づけられる。そのような事業所では間接業
４
２００６年「事業所・企業統計調査」の調査結果の精度について（山｢H）
務の担当者が「本所」と比べて少ないのが通例であるので，統計調査に対す
る対応する能力は一般に低いと考えられる4)。
表2-2は，「支所」5)である事業所の実数と比率の推移を示したものであ
る。「支所」の比率は継続的な増加傾向にあり，2006年には全国の事業所の
約２２％を占めている。これは２０年前と比べて約７％の増加１０年前と比べ
て約４％の増加を意味する。特に大部分の大都市では「支所」の比率（外国
の会社の事業所を除く）が45％を超えており，実地調査の困難度を増大さ
せる1つの要因と考えられる。なお，東京都区部では「本所」の比率が他の
大都市と比べてかなり高いため「支所」の比率（33％）は低くなっている。
また，全国で数千か所と比較的少数ではあるが，その事業所を設置した
企業の従業員がまったく勤務していない「派遣･下請従業者のみの事業所｣6）
も回答を得る際に他の事業所と比べて困難が大きいのではないかと推測され
る。
よく知られているように，「事業所・企業統計調査」に限らず事業所．企
業を調査客体とする統計調査において調査の実施は近年非常に困難になって
いる。その背景には，上述の事情のほかに調査客体である事業所．企業にお
ける統計調査への回答の際の記入作業の負担感および情報提供に伴う被害．
不利益への不安感の増大などが作用していると考えられる。特に零細規模の
事業所では，調査結果への関心も一般に弱いと考えられるので，統計調査に
表２－２「支所・支社・支店」の比率
i<TJTiirii月月月月Ｈ月月月７７７０７０６０１１１ 811076956885110634511873521116632118592911418941255827
l）対民営事業所総数。
５
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対する協力度は総じて低いとみてよいだろう。
ここでこのような実地調査の状況に対する実施機関の対応をみてみよう。
表２－３は，最近実施された統計調査自体の改廃・実施方法の変更などの状況
を示したものである。ここには示さなかった調査票への事業所の住所などの
プレプリント・オンライン提出の導入など様々な措置が実施されているが，
大きな変更は一定規模以上の企業（の「本所｣）を調査客体とする調査に関
するものが主であり，実地調査が最も困難と考えられる零細な事業所の協力
確保に対する効果は限定的ではないかと考えられる。
つぎに本稿での考察の方法に触れておきたい。多くの統計調査ではその調
査の規定に該当する客体総数に対する回収率が公表されており，実地調査の
遂行状況の指標として利用できる。しかし，「事業所・企業統計調査」の結
果については２００６年分も回収率が公表されていないので，以下ではその代
用として調査項Ｕ別の「不詳」7)の発生率および同時期に実施された世帯・
事業所･企業を調査客体とする調査の結果などとの比較によって分析を行う。
次節において２００６年「事業所・企業統計調査」の集計結果の立ち入った
分析を行う前に，ここでは実地調査による事業所の把握状況を概観しておき
ｉｉｉ隊I単1nLiil…協力が得られた△脱落しにくい事業所｜事靹馴外…に坏詳鵬合制Ｉ８７％(事業内容など判明） F業所Ｂ脱落しやすい事業所(外観から住居と誤認の可能性）１０％（同左）同左 Ｘ脱落した事業所十？％Ｃ非協力の事業所３％（事業内容など不詳）
注：％は、「事業内容などが不詳」を含む民営事業所総数（5903617ヶ所）を１００％と
するもの。
図示したほかに国・地方公共団体の事業所が188479ヶ所把握されている。
図２－１２００６年「事業所・企業統計調査」による民営事業所の把握状況
７
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たい。図２－１は，実地調査による事業所の把握状況を模式図として示したも
のである。「事業内容」などの調査項目の大部分について所定の情報が調査
票の記入内容から得られた民営事業所を図のＡ・Ｂの部分とし，このうち事
業所の形態が「外見上一般の住居と区別しにくい事業所」を同じくＢの部
分とした（国・地方自治体が開設している事業所用の調査票には「事業所の
形態」の項目はない)。調査員が担当調査区内でその存在を把握したにもか
かわらず事業所側の非協力などにより事業内容など大半の調査項目が不詳
であった事業所を同じくｃの部分とした（｢事業内容不詳」の事業所は民営
の事業所にだけ発生している)。さらに調査員が担当調査区内でその存在さ
え把握できなかった事業所を同じくＸの部分と表示した（Ｘに分類される
事業所は，把握されてＢに分類された事業所と外観・事業内容などが類似
していると考えられる)。このほかに国・地方公共団体が設けた事業所（図
2-1では省略）が存在する□
図の各部分に分類される事業所数の比率をみてみよう《､把握された民営事
業所の総数（Ａ・ＢＣ）を100％とすると，Ｃの事業所数はその約３％に相
当する8)。Ａ・ＢＣに対する大半の項目に関する回答が得られた事業所Ａ・
Ｂの比率（約９７％）が,一般の調査における回収率に相当すると考えられる。
調査結果として公表されているほとんどの集計表ではＡＢの事業所だけが
表章されており，Ｃの事業所は事業所の実数だけに関する特定の集計表9)だ
けに含まれている。なお,Ａ･Ｂの事業所の中には,次節において示すように｢事
業内容」以外の項目が「不詳」の場合がある｡
注
l）「複合サービス事業」も新設率が高いが，大部分は郵便関係の事業所の民営化
による影響が大きい。
2）次節において詳しく考察するように，大都市中心部の地域では所在事業所の絶
対数が多く，必要な調査員も多い。
3）２００６年「事業所・企業統計調査」における「支所・支社・支店」の規定は「他
の場所にある本所（本社・本店）の統括を受けている事業所」となっている。
８
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4）総務省統計局統計基準部（2000）
5）「支所」である事業所における「不詳」の発生率は，次節において示すように
本所よりも高い。
6）2001年調査では5903,2004年調査では7342,2006年調査では５７４９となって
いる。
7）「従業者数」「経営組織」「本所･支所の別」「資本金額」「外国資本比率」「国内・
海外別常用雇用者数」「親会社・子会社等の有無」「電子商取引の状況」などの
大部分の調査項目では「不詳」該当数が集計表に含まれていない。
8）この種の事業所は１９９９年調査以前においても存在は把握されていたが，２００１
年以降の調査から実数が公表されるようになった。統計審議会（2000）
9）第１０表にだけ含まれている。
３．２００６年「事業所・企業統計調査」結果の精度の状況
本節では，2006年「事業所・企業統計調査」結果の精度の状況を事業所
単位の調査項目と企業単位の調査項目に分けて考察する。
１）事業所単位の調査項目の精度
まず事業所の把握漏れからみていこう。把握漏れはさまざまな原因から生
じていると考えられるが，外観から住居などの事業活動以外の目的で使用さ
れている建物（の一部）と判断されてしまった場合に主に発生するのではな
いかと推測される。
そこで実地調査によって把握できた事業所のうち外観が住居と類似してい
ると調査員が判断した「外見上一般の住居と区別しにくい事業所」')の状況
をみてみよう。この「事業所の形態」の項目は，事業所側が記入する他の項
目とは異なり，調査員によって記入された。
表3-1.表3-2には，「外見上一般の住居と区別しにくい事業所」数の
1981年以降の推移と地域別・業種別の把握した事業所総数（｢事業内容など
不詳の事業所」を除く）に占める比率および2006年調査による事業所別の
９
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表３－１外見上一般の住居と区別しにくい民営事業所
年次'） 比率(％)2）地域 実数
１９８１年全国 11.5 721228
1986年全国 119 776600
1991年全国 12.0 787201
1996年全国 11.4 742438
2001年全国 11.1 681964
2006年全国 １０．０ 574267
大阪市
福岡市
東京都区部
神戸市
千葉市
０
８
１
３
４
●
●
●
●
●
５
６
７
７
７
10000
4728
39109
30330
５１８９
滋賀県
石川県
島根県
神奈川県
京都府
12.6
12.7
12.7
12.8
12.8
７０２２
８２００
4986
36011
16042
l）この項ロは、１９９９年調査・2004年調査には設けられていない。
2)比率は、民営事業所総数にたいするもの。
平均従業者数を示した。「外見上一般の住居と区別しにくい」事業所の該当
率は全国では約１０％であるが，この比率が低い地域は一部の例外を除いて
大都市に多い。業種別にみると,「不動産賃貸･管理業」「道路旅客運送業」「設
備工事業」などの事業所の存在を顧客に認知させる必要性が低い業種（個人
経営の小規模な不動産賃貸業・工事業者，個人タクシーなど）の事業所にお
いて該当率が高く，これらのうち都市部に多い業種の事業所が全国総数の大
半を占めている。また「経営形態」も「個人経営」の事業所が大半である。
表3-2によれば，事業所ごとの従業者数の業種別平均は都市部に立地しない
｢漁業」「林業」「水運業」を除いてきわめて少ない。個人事業主の自宅兼用
が多い零細規模の事業所が脱落しやすいことを示唆しているといえよう2)。
つぎに，「事業所・企業統計調査」が把握した事業所に所属する従業者数
についての結果を他の統計調査と比較してみよう。表３－３には2001年およ
び2006年「事業所・企業統計調査」による「非農林漁業」事業所の従業者
1０
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表３－２外見上一般の住居と区別しにくい事業所の比率'）
2006年
産業 平均
従業者
数
２．５
１６
１３
２．８
１２７
Ｌ６
７．８
３．２
５．７
全産業（公務を除く）
不動産賃貸業・管理業
道路旅客運送業
職別工事業（設備工事業を除く）
漁業
その他の教育，学習支援業
林業
設備工事業
水運業
10.0％
59.0％
56.4％
39.1Ｗ，
38.5W，
35.7ﾘｲ，
21.6％
21.9％
23.9'附
574267
149500
18533
73200
４６３
54477
３７０
29843
９２４
115％ 119％
67.2％
59.1％
52.4％
32.4％
12.0％
62.896
59.996
50.3％
38.1％
11.4％
62.196
64.29f1
44.4％
35.5％
１１．１％
64796
63.096
42.2％
39.1％
55.3％
52.2％
32.6％
16.8'附
20.3W，
442％
21.5％
24.3％
38.5％
24.5％
26.296
36.6肝Ｉ
23.6％
23.2％
33.1％
24.2Ｗ，
23.1Ｗ，
30.8ﾘｲ，
l）比率は、民営事業所総数にたいするもの。
数を，両年９月末週を対象とする「労働力調査」による「就業者」数の結果
と対比した3)。「労働力調査」の実地調査は都道府県の統計主管課が指揮す
る比較的訓練度の高い少数の調査員によって遂行されており，調査項目にも
回答に対する世帯側の抵抗感が強いものは含まれていない。複数の事業所で
就業している場合は，個人の就業状態を対象としている「労働力調査」では
｢一番長い時間した仕事」ｌか所分だけしかカウントされないが，「事業所．
企業統計調査」では複数の事業所で就業している場合はそれぞれの事業所で
従業者としてカウントされる。したがって，副業に従事している就業者の分
だけ「労働力調査」の就業者数は「事業所・企業統計調査」の従業者数より
少なくなるはずである4)。
2001年「事業所･企業統計調査」の結果では両調査が把握した「従業者（就
業者）数」の非農林業全体についての差は男女ともあまり大きくなかったが，
｢産業｣別にみると両者の差が大きい業種もみられる｡｢事業所.企業統計調査」
の従業者数は「製造業」「建設業」では「労働力調査」の就業者数を下回り，
同じく「卸売．小売業」「飲食店」では下回っている。また「従業上の地位」
別では「臨時雇用者」・「自営業主」と「家族従業者」において「事業所．企
業統計調査」の従業者が「労働力調査」の就業者数を大幅に下回っている。
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表３－３非農林漁業従業者数（就業者数）の労働力調査との対比
（実数の単位万人）
男`性 女`性
差率
2001年
非農林漁業（公務を含む）
産業
建設業
製造業
電気・ガスなど3）
運輸通信業
卸売・小売業
金融・保険・不動産業
飲食店
サービス業'）
従業上の地位
個人業主5）
無給の家族従業者6）
有給役員７’
常用雇用者8）
臨時雇用者ﾘ）
2006年
非農林漁業（公務を含む）
産業
建設業
製造業
電気・ガスなど'９
情報通信業
運輸業
卸売・小売業
金融・保険業
不動産業
飲食店，宿泊業
医療．福祉
教育，学習支援業
複合サービス事業
サービス業'）
従業上の地位
個人業主５１
無給の家族従業者`）
有給役員7）
常用雇用者８１
臨時雇用者!'）
２２Ｗ，
９
０
８
０
１
５
９
６
０
４
２
０
９
３
６
４
４
７
３
６
１
１
８
６
５
１
８
２
５
１
８
４
２
３
３
８
２
１
４
５
８
３
５
１
１
８
７
５
３
８
９
０
８
２
３
８
－
３
０
１
５
－
１
一
一
１
％
％
％
肌
％
％
妬
始
１
３
７
２
７
０
３
２
●
の
●
●
●
■
■
●
５
０
９
１
８
８
２
０
２
１
一
１
１
５
一
一
一
６
３
４
６
０
３
０
８
８
７
７
４
２
６
１
３
６
１
２
９
２
６
５
６
２
１
２
０
０
３
７
６
１
７
４
１
４
５
１
１
９
６
３
１
０
８
２
８
２
１
６
－
７
１
８
２
一
一
％
％
％
％
％
恥
船
％
７
４
０
０
９
８
２
３
５
４
０
０
３
０
１
２
１
１
２
１
１
５
一
一
一
一
２１９
１７
294
2863
７９
３８１
３９
307
2634
２２１
-１６２
－２２
－１３
２２９
－１４２
-42.5％
-564％
－４２Ｗ）
8.7Ｗ，
-64.3ﾘｲ，
１５３
１６５
９５
１５９４
４４９
９０
７７
１１６
２１４５
９１
３
８
１
１
８
６
８
２
５
５
一
’
５
３
-41.2％
-53.3％
22.1％
３４６'X）
-797%
-30％
３
１
５
６
３
８
０
２
２
３
３
７
４
４
８
２
１
４
３
７
６
０
４
４
４
９
３
６
１
２
６
２
１
１
４
２
９
２
７
０
２
７
９
１
８
７
８
０
７
０
２
３
７
５
７
４
４
３
３
４
３
４
８
１
２
５
１
１
１
５
９
８
３
１
７
６
７
３
１
５
６
１
６
２
２
２
２
８
’
１
６
一
３
１
１
二
』
呪
％
％
洲
％
％
船
％
％
外
％
％
％
３
８
６
３
０
６
１
５
３
６
４
１
８
７
５
３
５
０
５
９
６
３
３
４
２
６
２
１
１
１
１
１
－
２
４
一
一
一
一
』
』
１
２
３
３
９
２
２
０
６
６
１
４
５
７
１
４
４
０
７
４
８
１
５
２
７
３
６
２
４
１
３
７
８
４
３
４
６
７
８
７
０
２
３
８
７
７
５
５
６
７
２
０
５
６
２
０
３
５
２
４
１
４
６
６
１
０
５
６
５
２
９
４
１
１
３
－
６
－
１
－
３
－
１
７
３
１
３
一
一
％
船
％
妬
％
％
％
％
呪
船
帖
船
％
８
５
０
９
３
４
５
９
２
６
８
３
１
■
ｑ
の
●
●
●
●
■
巳
。
●
●
●
７
７
５
８
９
６
６
２
８
７
６
４
８
一
１
２
１
－
－
４
３
一
一
』
】
』
１９１
１５
279
2532
７８
３６５
２８
298
2620
２６１
１５０
１２８
９７
１６８３
４９０
４
３
９
８
３
７
１
１
８
８
１
－
一
一
１
％
妬
Ⅶ
％
船
７
４
４
４
１
７
６
６
３
０
４
４
一
’
７
一
』
７９
６３
110
1966
８２
１
５
３
３
８
７
６
１
８
０
－
－
２
４
-47.3％
-50.8％
１３．４％
１６．８ﾘ,f1
-83.3％
1）官公の事業所の従業者を含む。２）労働力調査は各年９月末週対象。官公の雇用者を含む。
3)電気･ガス･熱供給･水道業。４）サービス業（他に分類されないもの)。５)労働力調査では「自営業主｣。
6）同じく「家族従業者｣。７）同じく「役員｣。８）同じく「一般常雇｣。９）同じく「臨時雇」「日雇」
の計。
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2006年「事業所・企業統計調査」の結果では，「労働力調査」と比べて男
女ともかなり下回っている。「非農林漁業」における差は男性では約231万
人（労働力調査の就業者＝１００％に対して６４％)，女性では約７６万人（同
3.0％）に達しており，2001年よりも男女とも「労働力調査」より下回る方
向に変化している。業種別にみると，男`性では「建設業」「製造業」「情報通
信業」「運輸業」において「事業所・企業統計調査」による把握数が少なく，
｢飲食店，宿泊業」「卸売・小売業」における把握数が多い。同じく女性では
｢製造業」において「事業所･企業統計調査」による把握数が少なく，「卸売・
小売業」「飲食店，宿泊業」における把握数が多い。
また，「従業上の地位」別にみると，「個人業主」「家族従業者」「臨時雇用
者｣5)において男女とも「労働力調査」による把握数を大幅に下回っている。
男性では「有給役員」「常用雇用者｣6)の差は小さいが,女性では「有給役員」
｢常用雇用者」において「労働力調査」を１０％以上上回っている。
複数事業所での従業者をそれぞれの事業所がカウントするので，「労働力
調査」よりも多くなるはずの「事業所・企業統計調査」による把握数が－部
の区分を除いて少なくなっている。このような状況から2006年「事業所・
企業統計調査」による把握から小規模事業所の従業者などが相当数脱落して
いるのではないかと推測される。
つぎに事業所側の非協力などのために事業内容などが把握できなかった事
業所の状況をみてみよう。図２－１に関連して触れたように，2001年以降に
実施された「事業所・企業統計調査」では事業所から回収された調査票の記
入内容が十分でない場合などは「事業内容等が不詳である事業所」としてカ
ウントされ，その数が公表されている7)。
表３－４「事業内容など不詳」の事業所
［)(）
)0４ 光
)(X） ％
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表3-4に「事業内容等が不詳である事業所」数の推移を示した。２００１年
調査では約１４万，２００４年調査では約１９万であった8)。２００６年調査でも約
１８万に達している。図２－１に示したように２００６年調査の該当数は把握さ
れた民営事業所総数に対して約３％に相当する。
この「事業内容等が不詳である事業所」の地域別発生状況をみてみよう。
表3-5には民営事業所の総数に対する発生率が高い上位１０府県・政令指定
都市および下位１０県を，表3-6には同じく発生率が高い２０市区（発生率
７６％以上）を示した。都道府県別にみると大都市所在都県が高く，市区別
にみると大都市の中心部の区が多い。このような傾向は，2001年調査にお
いてみられた9)。すでにみたように大都市中心部の市区では事業所の新設
率・廃業率がともに特に高い。表3-6の市区の大半では新設率は概ね２５％，
廃業率は概ね３０％を超えている（全国についての新設率は２２１％，廃業率
は284％ルまた，これらの市区では，前回調査の時点から存続している事
業所が少ないだけでなく，事業所の絶対数が非常に多く，「遊興飲食店」な
ど夜間だけに営業する事業所も多数立地しており，実地調査は全般に非常に
困難であったと推測される。同様の事情から1979年以降の「商業統計調査」
事業内容不詳率（都道府県・政令指定都市）
(上位１０府県市および下位１０県市）
表３－５
上位１０県市
大阪市
横浜市
川崎市
大阪府'）
神奈川県'）
堺市
京都市
千葉市
京都府'）
さいたま市
不詳率
8.40％
810％
7.20％
6.74％
6.16％
下位１０県市
長崎県
広島市
福井県
群馬県
富山県
山形県
広島県'）
岩手県
鹿児島県
佐賀県
％
％
％
％
％
％
％
％
％
％
６
１
１
８
１
８
７
３
８
７
率
０
０
０
９
９
８
８
８
７
７
羊
１
１
１
０
０
０
０
０
０
０
一一一一口
不
％
％
％
％
％
０
０
０
０
４
８
７
５
７
６
５
５
５
４
４
l）政令指定都市所在府県は、政令指定都市分を含む。
東京都は4.49％、同特別区部は493％。
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表３－６「事業内容など不詳」「開設時期不詳」の事業所が高率の市・区'）
前回調査に対する
所在事業所の変動2） 開設時期不詳率
7.0％
2.3％
1.3％
1.4％
3.4％
1.7％
1.5％
0.9％
7.2％
0.8％
1.2％
０９％
0.7％
5.9％
4.1％
0.8％
2.6％
1.5％
０８％
1.1％
地域名
横浜市中区
東京都中央区
大阪市北区
大阪市淀川区
横浜市西区
大阪市西区
東京都豊島区
川崎市)Ⅱ111奇区
横浜市港北区
京都市中京区
大阪府高槻市
川崎市高津区
京都市下京区
横浜市神奈川区
横浜市都筑区
東京都世田谷区
横浜市南区
愛媛県松山市
大阪市天王寺区
川崎市中原区
％
％
％
％
％
％
％
％
％
％
％
％
％
％
％
％
％
％
％
％
９
９
３
１
９
３
０
３
０
０
０
０
９
９
９
９
８
８
６
６
７
５
２
２
９
９
９
８
８
８
８
８
７
７
７
７
７
７
７
７
１
１
１
１
％
％
％
％
％
％
％
％
％
％
％
％
％
％
％
％
％
％
％
％
０
４
３
５
９
２
１
５
３
７
４
３
６
５
６
９
９
５
８
２
３
２
４
７
４
６
９
２
６
７
６
２
３
５
８
０
５
０
２
６
３
４
３
２
３
３
２
２
２
２
２
２
２
２
３
２
１
２
２
２
％
％
％
％
％
％
％
％
％
％
％
％
％
％
％
％
％
％
％
％
３
５
２
４
１
５
５
６
１
９
３
２
５
７
１
２
２
５
８
１
６
４
１
６
７
９
５
９
０
２
１
９
９
９
０
０
９
９
４
８
３
４
４
３
３
３
３
２
３
３
３
２
２
２
３
３
２
２
３
２
％
％
％
％
％
％
％
％
％
％
％
％
％
％
％
％
％
％
％
％
１
２
７
５
６
６
６
６
１
８
４
３
９
７
９
９
４
３
３
０
０
８
１
５
４
３
６
８
４
６
５
６
２
５
１
４
５
６
３
８
１
１
｢事業内容など」不詳率上位20市・区。
2001年調査による把握事業所に対する2006年調査による新設事業所および廃業
事業所の比率。新設事業所・廃業事業所には移転した事業所を含む。
｢遊興飲食店」の非「事業内容など不詳」民営事業所総数に対する比率。
1）
2）
3）
では，産業分類小分類「465バー，キャバレー，ナイトクラブ」及び「446
酒場，ビヤホール」の２業種については年間販売額を調査項目から除外し
従業者数に関する調査項目の回答は選択式に変更している'0)。さらに，大都
市中心部は居住者が少ないので，地区外からの大量の調査員を動員しなけれ
ばならないという問題もある。「事業内容不詳」の事業所が最も高率の横浜
市中区では把握した事業所総数の２割近い水準(総数16594のうち2970が｢事
業内容不詳｣）に達している。
つぎに「事業内容」以外の項目が「不詳」であった事業所の1981年以降
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表３－７個別項目の「不詳」
1981年
総数’
1991年
総数 lH可Ⅱ 2001年総数 2006年総数 単独事業）所 漸鳫
事業所の開設時期実数
同上対民営事業所総数比
率
本社の所在地実数
同上対支所総数')比率
l）外国の会社を除く。
の発生状況をみてみよう（表3-7)。
まず｢事業所の開設時期」は,年単位の１３の期間から選ぶ回答形式であり，
記入自体は容易であるので，「不詳」の大部分は無記入によるものと考えら
れる。「事業所の開設時期不詳」の発生数は，１９９１年以前の調査では１千件
未満であったが，1996年調査では１万件を超え，２００１年調査には６万件余
りまで増加した。2006年調査でも42241件(民営事業所総数の０７％に相当）
に達している。
2006年調査の「不詳」発生率を事業所の属性別にみると，「支所」（1.2％）
では本所（0.3％）の約４倍の水準であり，規模が小さい「支所」ほど「不
詳」率が高い（｢従業者１～４人の支所」では１４％)。業種別では「不動産
業」「飲食店，宿泊業」において1.1％と高い。また地域別にみると，「本所」
である事業所が多い東京都区部を除く各大都市の中心部において高率である
(表3-6参照)。
つぎに複数の事業所を持つ企業に属する事業所が回答した所属企業の他の
事業所に関する情報についてみてみよう。企業内での地位を「支所」と回答
した事業所の場合には,名寄せ作業のために調査票への｢本所の名称･所在地」
の記入が求められている。この項目の記入内容に不備があった「本所の所在
地不詳の支所」は，１９９０年代の調査では全国で千数百件であったが，２００１
年調査において９４と減少したのち，2006年調査では４４３５（対「支所」総数
1６
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0.4％）と大幅に増加した。この比率を地域別にみると，大都市において高
率であり（１６大都市では同０９％)，特に東京都区部では|可2.7％に達してい
る。同じく業種別にみると，「遊興飲食店」（全国では同1.6％，東京都区部
では同5.4％)･｢飲食料品小売業｣(全国では同０４％,東京都区部では同２４％）
などにおいて発生率が高い。
このような名寄せができなかった事業所の状況をみてみよう。名寄せがで
きなかった事業所は，「本所」である事業所が実地調査において把握されな
かった場合または「支所」が記入した「本所などの名称・住所」の記入内容
が「不正確」ないし「無記入」であった場合に生じたものと考えられる。「本
所」については「支所」である事業所が実地調査において把握されなかった
場合または「本所」側の「支所」に関する記入内容が「不正確」ないし「無
記入」であった場合に生じたものと考えられる。
表3-8には，「支所」のうち名寄せが可能であった事業所の比率を1972年
以降の調査の結果について示した。名寄せ可能率は継続的に低下しており，
2006年調査では約７５％であった。2006年調査において名寄せができなかっ
た「支所」である事業所は約２６．８万（所属従業者数は約341万人）にのぼり，
その約半数が従業者１０人未満の小規模な事業所である。業種別にみると,「卸
売・小売業」（事業所数9.5万）・「サービス業（他に分類されないもの)」（同
4.7万）・「飲食店，宿泊業」（同４２万）・「製造業」（同３．０万）・「建設業」（同
1.5万）が多い。
表３－８支所から見た名寄せ可能率
年次
1972年
1986年
1996年
2001年
2006年
名寄せ対象支所数
418809
787111
1024758
1045340
1087045
可能率（％）
８４．１
８１．２
８１．７
７７．６
７５．３
出所総務省統計局（2008a）
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表３－９本所から見た名寄せ可能率
（単位％）
ＯＯＯＯＩ
31.8
()OｂｌＪ 戸】
)０～５０(）カト ８
F1
L｣
Ｈ
Ｌｮ
〔)(）
〔)(）
88.(」
。
他方，「本所」の名寄せの状況にも問題がある。表3-9は，「本所」の名寄
せの状況を2001年調査と2006年調査について資本金規模別に示したもので
ある。名寄せが可能であった「本所」の比率は，総数において2001年調査
の約84％から2006年調査の約８２％へ低下しており，また資本金１０億円未
満の各規模の企業において低下がみられる。低下幅は資本金規模が小さい企
業ほど大きく，資本金300万円未満の企業の2006年調査における名寄せ可
能率は約７７％と最も低かった。2006年調査において名寄せができなかった
｢本所」である事業所は約４．４万（所属従業者数は約９５万人）にのぼり，そ
の半数以上が従業者１０人未満の小規模な事業所である．業種別にみると,「卸
売・小売業」（事業所数１３万）・「サービス業（他に分類きれないもの)」（同
0.8万）・「建設業」（同０．７万）・「製造業」（同０７万）が多い．
２）企業単位の調査項目の精度
すでに触れたように「事業所・企業統計調査」において，事業所から回収
された調査票から得られた情報が名寄せされて企業単位の情報が構築されて
いる。
まず2006年「事業所・企業統計調査」が把握した企業数自体を，活動中
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の企業数に関する他のデータ（国税庁・財務省・民間の信用調査機関による
把握）と比較してみよう。
表3-10には資本金階級別に「国税庁による把握数（統計調査の名称は「会
社標本調査｣)」と対比した。「国税庁による把握数」は「会社標本調査」の
母集団企業数であり，これは2007年１月末までの１年間に事業年度末を迎
えた法人が提出した確定申告書に基づくものである'')。したがって，「国税
庁による把握数」は「事業所・企業統計調査」の実施時期である2006年１０
月に実際に活動していた法人数に近いとみなしてよいと考えられる。
2006年「事業所・企業統計調査」の把握数（約152万社）は，「会社標本
調査」の母集団企業数（約254万社）よりもかなり少ない（前者の後者に対
する比率は約６０％である)。「会社標本調査」の母集団企業数との差は資本
金規模が小さい企業において大きく，資本金500万円以下の企業では「会社
標本調査」の母集団企業の約半数に相当する数しか把握していない'2)。
表３－１０会社標本調査との把握社数の対比
事業所・企業
統計調査
(2006年１０月）
（Ａ）
会社標本調査 比率
(2007年１月）
（Ｂ） Ｂ胱
州
釧
州
州
珊
州
州
州
胱
ノ
８
１
１
５
８
４
８
２
９
０
●
■
●
■
●
●
●
●
●
Ｃ
Ａ
５
５
６
６
６
７
８
９
５
２
趣資 1515835
581720
189078
675748
40287
23057
３８８６
２０５９
2585828
1140977
308406
1040284
58451
31055
４４１６
２２３９
～５００万円
500万～1,000万円
1,000万～5,000万円
５０００万～’億円
１億～１０億円
１０億～５０億円
５０億円以上
本
金
額蔀鯛 株式会社・有限会社
その他'）
1496255
19580
2496832
95082
1）「事業所・企業統計調査」では合名会社・合資会社・合同会社・相互会社が含ま
れており、「会社標本調査」ではこのほか協業組合・特定目的会社・企業組合・
医療法人が含まれている。
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また，両調査が把握した企業数を「会社標本調査」の業種分類に揃えて対
比を試みる（表3-11）と,一部の業種については不一致が残っているものの，
｢不動産業（｢会社標本調査」の母集団企業数に対する比率は３９％)」「鉱業
(同４３％)」「金融保険業（同４３％)」などにおいて差が特に大きい。過去の
両調査が同一年次に把握した企業総数を比較すると,「事業所･企業統計調査」
による把握企業数の「国税庁による把握数」に対する比率は１９９１年以降低
下傾向にある。
また,2000年以降の「金融保険業」を除く「国税庁による把握企業数」は，
|司じ範囲の企業を対象とする財務省「法人企業統計調査」の母集団企業数'3）
よりも数％少ない水準で推移している'4)。なお，財務省と内閣府が共管で実
施している「法人企業景気予測調査」では「法人企業統計調査」から得られ
た企業名簿が「金融保険業」を除く業種について母集団名簿として利用され
ており，「事業所･企業統計調査｣から得られた企業名簿は｢法人企業統計調査」
表３－１１国税庁調査把握企業数との対比
事業所・企業
統計調査（A）
ｊＢく／
％
％
％
％
％
％
％
％
％
％
％
％
１
０
９
３
６
７
４
３
１
３
９
８
８
Ａ
６
４
４
６
６
６
７
７
４
３
５
４
く率ｂ上
総数
農林水産業
鉱業
建設業
製造業2）
卸売業
小売業
料理飲食旅館業3）
金融保険業
不動産業
運輸通信公益事業4）
サービス業5）
1515835
10616
１７４３
280023
258648
175057
267355
84389
17978
101434
49610
268982
2541498
21657
４０９９
426941
385607
275033
365907
118810
41403
259756
84947
556798
国税庁調査の分類に事業所・企業統計調査の分類を対応させた。
国税庁調査の結果には「新聞業・出版業」が含まれている。
一般飲食店・遊興飲食店・宿泊業。
｢公益事業」は「電気業、ガス業、熱供給業、水道業｣。
国税庁調査の結果は「情報サービス業」「医療・福祉」「教育」を含み、「新聞業・
出版業」が除外されている。
l）
2）
3）
4）
5）
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が対象としていない「金融保険業」の企業についてだけ利用されている'5)。
さらに個別企業の信用情報を収集している帝国データバンク社による把
握企業数(企業コードが付与された会社数｡2006年９月現在。約175万社)も，
｢事業所･企業統計調査」の把握数を上回っている'6)。同業の東京商工リサー
チ社も信用情報を提供できる全国の個別企業数を2007年９月現在180万社
としている'7)。
以上のような比較の結果から2006年「事業所・企業統計調査」が把握し
た企業は，実地調査の時点で実際に活動していた企業と比べてかなり少ない
のではないかと推測される'8)。
つぎに「事業所・企業統計調査」の企業単位の調査項目の「不詳」数の状
況をみてみよう。表3-12は，1991年以降の「不詳」数の推移を示したもの
である。2006年調査の結果における「不詳」数は「会社の開設時期」の項
目では前回よりやや減少しているが，2001年調査において初めて採用され
た「会社の成立（商業登記簿謄本における成立）年月」の項目では2006年
調査（3.4％）の結果は2001年調査より上昇している（2.6％)。両項目とも
資本金額の小さい企業の「不詳」が大半を占めており，「不詳」率も中堅以
表3-12企業項目の「不詳」
1991年
総数
1996年
総数
2001年
総数
岬鮒２
資本金額
|WIii
l万}'1未
満
1,000
万円～
3,000
万円未
満
２３１５鱒lIllLTIiiili
D2001年調査から採用された調査項目。
９５
００１％
3587
0.21％
8746
0.54％
41478
2.56％
6113
0.40％
51494
3.40％
2742
0.49％
25704
4.61％
570
0.30％
4824
2.55％
１１５
０４７％
９７８
４０３％
0.38％
18133
2.99％
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上の規模の企業よりも高い。このような企業規模別の傾向は，２００１年調査
と同様である。業種別では，「遊興飲食店」（104％)･｢一般飲食店」（６７％)・
｢洗濯･理容･美容･浴場業」（６５％)･「インターネット附随サービス業」（６０％）
｢医療業」（５４％）・「娯楽業」（5.3％）・「飲食料品小売業」（5.3％）・「映像・
音声・文字情報制作業」（５０％）・「航空運輸業」（５０％）・「その他のサービ
ス業」（５０％）の企業が高い。
この項目に関連して，2006年調査の結果における企業の合併・分社に関
する調査項目の「不詳」数を2001年調査と対比すると（表3-13)，３項目と
も実数は少ないものの，該当企業総数に対する「不詳」率は上昇している。
また,３項目のうち｢新設｣を除く２項目において資本金額の小さい企業の｢不
表3-13企業の合併・分社時期項目の「不詳」
資本金額
１０()（￣|リノkIiii 1億円～
5
6.85％
会社の新設合併時期不詳実数
(同上対該当総数比率）
36
4.48％
41
6.43％
10
3.53％
26
9.22％
会社の吸収合併時期不詳実数
(同上対該当総数比率）
78
0.97％
71
0.60％
160
1.31％
68
5.61％
14
0.47％
会社の分社・分割時期不詳実数
(同上対該当総数比率）
156
3.13％
182
4.64％
８０
６．１０％
93
4.47％
9
1.68％
詳」率が中堅以上の規模の企業よりも高くなっている。
注
l） ｢事業所・企業統計調査」による「外見上一般の住居と区別しにくい事業所」
の規定は，いくつかの地方自治体の統計主管課の説明では「大工，家内工業な
ど住宅を事業所としたもので，事業所を表示する看板などがなく，簡単に事業
所であることを見分けることができない事業所，また，個人タクシー，行商な
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ど(Ｉ宅を拠点としているものも該当する」とされており，調査員はこの説明に
従って判断したものと考えられる。徳島市（2008）など。
２）総務省統計局の関係者も「小規模な事業所が漏れやすい面があることは否定で
きない」と指摘している。松井（2008)。
３）２０()１年９月分と２００６年９)j分の「労働力調査」の結果は総務省統計ﾊﾟｵ（2008.）
から引用した。
４）2007年１０月に実施された「就業構造基本調査」の結果によれば，「副業」に従
事する「有業者」は，男性では153.0万人，女性では１０８．７万人であった。総
務省統計局（2008b)。
５）「事業所・企業統計調査」における「臨時雇用者」の定義は，「常用雇用者以外
の雇用者で，ｌか月以内の期間を定めて雇用されている人又は日々雇用されて
いる人をいう。」である。
６）「事業所・企業統計調査」における「常用雇用者」の定義は，「期間を定めずに
雇用されている人若しくはｌか月を超える期間を定めて雇用されている人又は
調査Ⅱ前２か)]ｌＩＩｊでそれぞれ１８日以上雇)Hされている人」である。
７）2001年調査から集計対象に含められている。総務省統計局（2004)。
８）2004年調査では，回答への抵抗感が大きい売上額・経費・設備投資額に関する
項|｜を含む「商業統計調査」「サービス業基本調査」の項目（該当業種の事業
所だけが対象）を含む調査票であったことが非協力を拡大させたnJ能性がある。
９）2001年調査において｢事業内容不詳の事業所｣の比率が6％以上であった市区は，
東京都豊島区132％・同渋谷区９９％．'可港区9.6％．'川世田谷区7.8％・同新
宿|え7.1％・同板橋区7.0％・lil千代田区６９％，横浜市''１区９９％・liililW区6.6％，
大阪市中央区6.9％，仙台市青葉区６８％，千葉県市111市6.2％などである。
１０）経済産業省（2008)。
11）２０()6年２月１１１から2007年１M３１日までの間に終了した調査対象法人の各事
業年度（この間に事業年度が２回以上終了した法人にあってはその全事業年度）
を対象として，２００７年６月３０日現在でとりまとめている。税務署に提出され
た対象事業年度分の法人税の確定申告書等に基づいて作成されたものである。
調査対象の範囲は株式会社（'１１有限会社を含む｡）・合名会社・合資会社・合同
会社・協業組合・特定目的会社・企業組合・相互会社・医療法人２５９万1914
法人である。このうち企業組合（1777）・相互会社（６）・医療法人（42087）を
除く法人数は，約254万社である。国税庁（2008)。
12）国税庁（2008）による2006年度についての消費税の納税申告件数（2007年６
月現在の申告）は，法人が1983615件となっている。消費税の納税申告を行わ
なかった法人を含めると，2006年度には200万社以上の法人が活動していてい
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たと考えられる。２００６年度にはこのほかに個人事業者による納税申告件数が
1532813件記録されている。
13）「法人企業統計調査」の対象企業名簿に登録されている企業数を指す。
14）2006年６月を基準日に実施された経済産業省企業活動基本調査の対象企業数
（資本金または出資金3000万円以上，従業者５０人以上，－部業種除外）約
39000社は，２００６年「事業所・企業統計調査」による同一属性の把握企業数
とほぼ同程度である。なお，２００６年経済産業省企業活動基本調査の回収率は
79.4％であった。経済産業省（2008)。
１５）「法人企業統計調査」から得られた名簿のカバレッジが高いと認識されている
のであろう。総務省政策統括官（2008)。
１６）2008年７月に閲覧した帝国データバンク社サイトの掲載情報による。帝国デー
タバンク（2008)。
17）日本経済新聞社（2007)。
18）2001年調査が把握した企業数についての同様な点は松田（2003）山田（2003b）
松田（2006）などによって指摘されている。
4．同時期に実施された事業所を調査客体とする調査結果の精度の
状況
最後に２００６年「事業所・企業統計調査」の実施時期の前後に実施され
た事業所を調査客体とする他の統計調査の「不詳」および回収率の状況をみ
ておこう。
表4-1には，2004年「事業所・企業統計調査」と同時に実施された「サー
ビス業基本調査」')の２つの項目の「不詳」率の水準と過去の同調査の「不
詳」率を示した。この調査の客体は，事業所の規模により全数調査（従業者
３０人以上）と標本調査（従業者３０人未満）を併用する方式で選定され，「事
業所・企業統計調査」と同じ調査票に調査項目が掲載される形で実施され
た。表4-1によれば，1999年調査までは「不詳」率は増加傾向にあったが，
2004年調査ではやや減少している。
また,毎年実施されている「賃金構造基本調査」では回収状況に関するデー
タは「１０人以上の常用労働者を雇用する民営事業所」についての概数しか
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表4-1「サービス業基本調査」結果の不詳率
（単位：％）
年次
1989年
1994年
1999年
2004年
0.01
0.08
0.28
0.11
0.00
0.07
(開設形態）
事業所の移転
他の企業・団体からの分離・独立
支所・支社・支店として開設
他の事業からの転換
創業・創設
0.03
0.01
0.15
0.08
000
公表されていないが，2002年～2007年についての回収率は７０％台の水準で
推移している。この調査では，支払い賃金の金額に関する詳細なデータを提
供しなければならないので，比較的容易に回答できる「事業所・企業統計調
査」と比べて協力が得にくいのであろう。
つぎに，表4-2に「賃金構造基本調査」を含む事業所を調査客体とする調
査のうち回収率が公表されているものの水準（と５年前との変動）を示した。
全般に回収率は低下傾向を示している。調査方法と回収率の水準の関係をみ
ると，複数の方式が併用されている「特定サービス産業実態調査」を除き，
訪問した調査員が事業所から聞き取る方式の調査（｢毎月勤労統計調査特別
調査」「職種別民間給与実態調査｣）が最も高く，次いで事業所が記入した調
査票を訪問した調査員が回収する方式の調査（｢雇用動向調査」「賃金構造基
本調査」「パートタイム労働者総合実態調査｣)，往復郵送調査（｢労働経済動
向調査｣）となっている。調査客体の協力度が減退する傾向にあるので回収
率の水準は,回答を促す作用の調査方式による強弱を反映したものであろう。
調査方式および調査客体の属性などの相違はあるものの，「事業所・企業統
計調査」の実地調査においてみられた問題と同様の状況がこれらの調査の実
地調査にも作用していると考えられる。
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表４－２事業所を調査客体とする調査の回収率
調査客体'）
(事業所の規
模・属性）
実施機関「統計調査」
厚生労働省「毎月勤労統計調査
特別調査」
人事院「職種別民間給与実態調
査」
厚生労働省「雇用動向調査」２）
畔一岬一粋一昨一碑一洲一昨岬畔咋咋岬咋
厚生労働省「賃金構造基本調査」
厚生労働省「パートタイム労働
者総合実態調査」３）
厚生労働省｢労働経済動16]調査｣I）
経済産業省「特定サービス産業
実態調査」
各種物品賃貸
業5）
情報処理・提
供サービス業6）
ソフトウェア
業7）
産業用機械器
具賃貸業8）
その他の広告
業9）
事務用機械器
具賃貸業'0）
広告代理業ｕ）
併用 ％
％
％
％
％
％
％
０
３
２
３
１
８
４
１
５
Ｌ
０
９
６
９
９
８
８
８
７
７
６
（訪問自
計・郵送）
l）事業所の規模のほかに「産業」による限定があり、いずれも「公務」は除外。２）
上半期分と下半期分の平均。
3）事業所調査の回収率。並行して実施された労働者個人調査の回収率は５４９％･前
回調査は2001年。４）2006年実施分の平均。
5）平均従業者数１９人。６）同４６人。７）同５３人。８）同１１人。９）同１７人。
１０）同１９人。１１）同２０人。
出所厚生労働省（2008）・人事院（2006）・総務省政策統括官（2008）・経済産業省
産業政策局調査統計部（2008）
注
l） 対象業種は，「不動産業」（不動産取引業を除く），「飲食店，宿泊業」（遊興飲
食店を除く），「医療・福祉」（医療業の一部を除く），「教育，学習支援業」（学
校教育を除く），複合サービス事業」（郵便局を除く）及び「サービス業（他に
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分類されないもの)」（家事サービス業及び外国公務を除く）並びに「情報通信
業」の一部である。また，卸売業・小売業の事業所を対象とする商業統計調査
の調査項目も同一の調査票に掲載されていた。事業所側の抵抗感が一般に強い
と考えられる項目（サービス業の事業所では収入額とその内訳・経費・設備投
資額など，卸売業･小売業の事業所では販売額とその内訳･その他の収入額など）
ヘの回答が求められていた。これらの項目が含まれていない2006年「事業所・
企業統計調査」の回答の際の抵抗感は相対的に弱かったと考えられる。
むすびにかえて
本稿の考察には，「不詳」・回収率に関するデータの入手の制約などから一
定の限界があるものの，２００６年「事業所・企業統計調査」の結果の精度は
調査客体である事業所側の回答に対する意欲の全般的な減退傾向を受けて大
都市に所在する事業所，零細規模の事業所・企業などの把握の程度・回答内
容などにおいてかなり問題があるといえよう。調査結果の利用の際には以前
よりも注意が必要といえる。また業種別・規模別把握企業数．事業所数に
ついての「法人企業統計」・「企業活動基本調査」との比較などの立ち入った
検討を行えなかった点については,早い機会に再度とりあげることにしたい。
なお，「事業所・企業統計調査」の調査事項は2009年以降に実施される経
済センサスに統合される予定である')。
注
l）総務省統計局（2008c）
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